
項　目

取組の柱
実施する施策

具体的取組

(1) 洪水時における河川管理者からの情報提供

1
県管理の洪水予報河川、水位周知河川を対象としたホットラインの構
築

E,G Ｈ30出水期 県・市町村 ● ● ● ● ● ● ● ● ○ ● ● ○ ○ ● ○ ○ ● ● ○ ○ ● ○ ○ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 27 / 36 75%

① ホットラインの情報を活用する検討 E,G,AX Ｈ30出水期 県・市町村 ● ● ● ○ ○ □ ○ ● ● ○ ○ ● 〇 ● 〇 ○ □ ※ □ 〇 □ ● ● ○ 〇 〇 ○ ● 〇 ○ □ 15 / 31 48%

(2) 避難勧告等発令の対象区域、判断基準等の確認 （水害対応タイムライン）

2 水害対応タイムラインの作成 H、J、K、P R3年度
県・市町村・

気象台
□ ● ● □ ● □ ● ● □ ● ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ○ ※ □ ● ● ○ ● ○ ● ○ ○ ○

(国)
●

(県)
●

● ● ○ ○ ○ □ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ● ● ○ □ ● ○ ○ □ ○
（国）●
（県）○

□ ○ ☐ ○ ○ □ □ 33 / 65 51%

3 水害対応タイムラインを活用して洪水対応訓練を実施 K、AE 毎年 協議会全体 ○ ○ ○ ○ ● ※ ※ ○ ○ ○ ○ ※ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ※ ※ 〇 ※ ※ ○ ○ ○ ○ ※ ○
(国)
○

○ □ ○ ※ ○ □ ○ ※ ※ □ ○ ※ ○ ○ ○ ※ ○ ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ● ○
（国）○
（県）○

○ ○ ○ ○ ○ ● □ □ ○ □ □ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 13 / 75 17%

4 避難勧告の発令基準やタイムラインの見直しを実施 J、K、O、P 必要に応じて
県・市町村・

気象台
□ □ □ ● ● ● ● ● □ ● ● ※ ○ ● ○ □ ● ● □ ※ □ ○ ※ ※ ○ ○ ○ ○ ○ ○

(国)
□

(県)
□

□ ● ○ ※ ○ ● ○ ● □ ○ □ □ ○ ● ○ ※ ● □ ● ● □ ○ ○ ○ 〇 □
（国）●
（県）○

○ □ ○ ○ ○ □ □ 34 / 65 52%

(3) 水害危険性の周知促進

5 水位周知河川の拡大 I R3年度 県 □ 1 / 1 100%

6 簡易な方法も活用した浸水想定及び河川水位等の情報提供 D、I R3年度 県 ● 1 / 1 100%

(4) 情報伝達方法の改善等

②
電子メールを活用した水位周知情報・洪水予報の伝達方法の整理及
び効率化

AY R2年度 県 ● 1 / 1 100%

7
洪水情報のＬアラートを活用した提供、プッシュ型配信の実施及び運
用基準の明確化

N、X、Y、
AA、BＤ

R2年度 県 ○ 0 / 1 0%

8 気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善 L、M、O 引続き実施 気象台 ● 1 / 1 100%

9 住民等への情報伝達方法の改善
N、X、Y、Z、

AB、AD
引続き実施 市町村 □ □ □ ● ● ● ● ● ● ● ○ ● ● □ □ ● □ ● □ ● ● □ □ □ ● □ ● □ 〇 ● □ ● □ ● ● □ ● ● ● ○ □ □ ○ □ ● □ ○ ● □ ● ● ● □ □ ● ● □ ● ● ● ● ● ● 58 / 63 92%

(5) 防災施設の機能に関する情報提供の充実

10 洪水時のダムの操作に関する分かりやすい情報の提供 D、L、K、M
R2年度から
順次実施

関東地整・
県・水資源機

構
□ ○ ● ● 〇 3 / 5 60%

11
避難行動に繋がるダムの放流情報の内容や通知のタイミングの改
善、河川水位情報等の活用

D、L、K、M
R2年度から
順次実施

関東地整・
県・市町村・
水資源機構

□ ○ ● ○ ● ○ ○ ○ ● ○ □ ○ ※ □ ● ● □ □ ○ ※ ※ ○ ※ 〇 □ □ □ ○ □ ○ ○ ※ □ ※ 〇 ● 〇 ● ● ● - 〇 〇 〇 〇 ○ ○ □ 〇 ○ □ ○ ● □ ○ ○ ● ● 25 / 58 43%

12 土砂災害警戒情報を補足する情報の提供 D、L、K R2年度 県・気象台 ● 〇 1 / 2 50%

(6) 近接市町村における避難場所の設定（広域避難体制の構築）等

13 現状の避難場所・避難経路・避難誘導体制の再確認と改善 T、U、V、AD 引続き実施 市町村 ○ □ □ ● ● □ ● ● ● ● □ ● ● □ □ ○ ○ ● □ □ ○ □ ○ ● □ □ □ ○ ○ □ ● □ □ ● □ □ □ ○ □ □ □ □ ○ ○ ○ □ ○ □ □ □ ● ○ □ □ ● □ ○ □ ● □ ● ● □ 49 / 63 78%

14
当該市町村内の避難場所だけでは避難者を収容しきれない場合に
は、近接市町村における避難場所の設定や連絡体制等について検
討

Q、R、S、V、
W、AF

必要に応じて
関東地整・
県・市町村

□ ● □ ● □ ● ○ ○ ○ □ □ ● ○ ● ● □ □ ※ ● ○ ○ ○ ※ ○ ○ ● ● ※ □ ● □ ○ ● ○ ※ ※ ※ ※ ※ ● □ ※ ○ ● ● ※ ● □ ● ● ○ ● □ □ □ □ ● ● ● ● ● ● ● □ ● □ □ ○ □ 45 / 69 65%

15
必要となる避難場所、避難路等の整備にあたり、河川工事等の発生
土砂を有効活用するなど、連携による効率的な整備を実施

Q、R 必要に応じて
関東地整・
県・市町村・
水資源機構

○ ○ ○ ○ ○ ○ ※ ○ ○ ○ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ○ ○ ○ ※ ※ ○ ※ ○ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ○ ※ ○ ○ ○ ※ ※ ※ ※ □ ○ ※ ※ ※ ※ ※ ○ ○ 〇 ○ ○ ○ ● □ ○ ○ ○ □ ○ ○ ○ □ ○ 5 / 70 7%

16
避難計画作成の支援ツールの充実（洪水浸水想定区域図を浸水ナ
ビに実装）

Q、R、S、T R2年度 県 □ 1 / 1 100%

17 応急的な退避場所の確保
Q、R、S、T、

V
R2年度から
順次実施

県・市町村 〇 ○ ● ○ ● ※ ● ○ ○ ● ※ □ ○ ※ ○ □ ● □ ※ ○ ○ ※ ○ ○ □ ○ ※ ○ ● □ ○ ○ ○ ※ ● ※ ※ ※ ● ※ 〇 〇 〇 □ ※ □ □ 〇 □ ● □ ● ● ● 〇 ○ 〇 ※ □ 23 / 59 39%

18 避難訓練への地域住民の参加促進
Q、R、S、X、

AC、AE
R2年度から
順次実施

市町村 〇 ○ ○ □ ● 〇 ○ ○ ● □ ※ ● ○ □ ○ □ ● ※ ※ ○ ○ □ ○ ○ ○ ● ※ ○ ● ● ○ ○ ○ ※ □ ○ ● ※ □ ※ ● 〇 □ □ □ ● ○ 〇 □ ● □ ○ ● ● ● ○ 〇 ※ 26 / 58 45%

19 共助の仕組みの強化 X、AC、AD
R2年度から
順次実施

市町村 □ ● ● □ ● 〇 ● ○ ● ○ ● □ □ □ ○ □ ● ● ※ ○ □ □ ○ ○ ○ ● ※ ○ ● 〇 ○ ○ ○ ※ □ ○ ※ □ 〇 ※ ● 〇 〇 □ □ ● ○ 〇 〇 □ ○ ● ● □ ○ □ ○ 29 / 57 51%

20 住民一人一人の避難計画・情報マップの作成促進 X、Q、R、S
R2年度から
順次実施

市町村 □ ● ● ○ ※ ● ● ○ ○ ○ ○ □ □ ※ ○ □ □ ※ ※ □ ○ ※ ○ ○ ○ ○ ※ ○ ● 〇 ○ ○ ※ ※ ○ ○ ※ □ ※ ※ ● 〇 〇 □ □ 〇 ○ 〇 ※ 〇 □ ● ● 〇 ○ 〇 ○ 18 / 57 32%

21 地域防災力の向上のための人材育成 AC、AD、AE
R2年度から
順次実施

関東地整・
県・市町村

□ ● ● ○ ● ● ● ○ ● ○ □ □ □ □ ○ □ ● ● ○ ○ □ □ ○ ○ ● ○ ※ ● 〇 〇 ○ ○ ○ ※ ○ ○ ※ ※ □ ※ ● 〇 □ □ □ ● ○ 〇 ※ □ ○ ○ ● □ ● □ ○ □ □ ○ ○ □ 32 / 62 52%

(7) 要配慮者利用施設における避難確保計画の作成及び避難訓練の実施

22
国等が他県のモデル施設で作成する避難確保計画に関する知見に
ついて共有

AC Ｈ30年度
関東地整・
県・市町村

□ □ □ ● ● ● ● ● ○ □ ○ ○ □ ● ※ ○ ○ ● ※ ※ 〇 ※ □ ○ ○ ※ 〇 ○ ○ ○ ○ ※ ● ※ ※ ※ ○ ○ ○ ○ ● ○ ● □ □ ● □ ○ 〇 ○ □ □ ● □ □ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● □ □ □ 33 / 66 50%

23
対象となる全ての要配慮者利用施設における避難確保計画の作成・
避難訓練の実施を目指す

AC R3年度 県・市町村 □ □ □ □ □ □ ● □ ○ □ ○ ○ □ ● ○ □ ● □ ※ ※ □ ○ □ ○ ○ ○ □ ○ □ □ ○ □ □ □ □ ○ □ □ □ □ □ ● □ □ 〇 □ □ □ □ □ □ ● □ □ ○ ○ □ □ 42 / 58 72%

(8) 想定最大規模の洪水に係る浸水想定区域の作成と周知

24 想定最大規模降雨による浸水想定区域図の作成・公表 Ａ、V R1年度 県 ● 1 / 1 100%

25 地点別浸水シュミレーション検索システムへの登録 L、M、P R1年度 県 □ 1 / 1 100%

(9) 水害ハザードマップの改良、周知、活用

26
水害ハザードマップの作成、周知及び訓練等への活用に関する優良
事例の共有

Ａ、Ｂ R3年度 市町村 □ ● □ ● ● ● ● ● ○ ● □ □ ● □ ● ● ● □ ● ○

(国)
○

(県)
〇

○ ● ○ □ ○ ○ □ ● ● □ ○ □ □ ○ □ ○
（国）●
（県）●

□ □ ○ ○ ○ 29 / 43 67%

27
想定最大規模降雨による浸水想定区域図が作成された場合には、
速やかに水害ハザードマップを作成・公表

Ａ R3年度 市町村 ○ ● ● ● ● ● ● ● ○ ○ □ □ ● ○ ○ 〇 ○ ○ ● ○

(国)
□

(県)
□

○ ● □ □ ○ ○ ○ □ □ □ ○ ○ □ ○ □ ○
（国）●
（県）○

□ ○ □ ○ ○ 21 / 43 49%

28
水害ハザードマップの国土交通省ハザードマップポータルサイトへの
登録

Ａ、Ｂ 引続き実施 市町村 ● ● ● ● ● ● ● ● ○ ● ○ ● ● □ ● ● ● ● ● ●

(国)
●

(県)
●

● □ □ ○ ● ● ● ● ● ● □ □ ● ● ○ ●
（国）●
（県）●

● ● ● ● ● 37 / 43 86%

29 水害ハザードマップを活用した訓練の実施 Ｂ 引続き実施 市町村 ○ □ □ □ ● ● ● ● ○ ○ ○ ※ ○ ※ ○ ○ ● ※ ※ ●
(国)
○

● ○ □ ○ ○ ○ □ ● □ □ ○ □ ※ ○ ● ○
（国）○
（県）○

□ ○ ○ ○ ○ 18 / 43 42%

(10) 浸水実績等の周知

30
各機関が既に保有する浸水実績を共有し、市町村において速やかに
住民等に周知

B、D Ｈ30年度
県・市町村・
水資源機構

□ ● □ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● □ ● □ ● ● ● ● ● ● ※ □ □ □ □ 〇 ● ● ● ● ○ ※ ※ ○ ※ □ ○ ○ ※ ● □ ● ● □ □ ● ● □ ○ ● ● ● ● ● ● ○ ○ ○ □ 47 / 61 77%

31 まるごとまちごとハザードマップの整備・拡充 C 引続き実施 市町村 ※ ● ● ○ ○ ※ ※ ○ ※ ● ○ ○ □ □ ※ □ ○ ※ ※ ※ ※ □ ※ ※ □ ○ ○ 〇 ※ □ ○ □ ※ ※ ※ ※ ○ ○ ※ ○ ● ○ ※ ※ □ ○ □ □ □ ※ ○ □ ○ ● ● ● □ ● □ 22 / 59 37%

(11) 防災教育の促進

32 国の支援により作成した指導計画を全ての学校に共有 B、F、X Ｈ30年度
関東地整・
県・市町村

○ ○ ○ ● ○ ○ ※ ● ○ ○ ○ ○ ○ ● ※ ※ ○ ○ ※ ※ ○ 〇 ※ ※ ○ ○ ○ 〇 ※ ※ ○ ○ ○ ○ ※ ※ ※ ※ ※ ○ ○ ○ □ ○ ○ ※ ○ □ ○ ● □ ○ ○ ○ ● ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ □ ● □ ○ □ ○ ○ 13 / 69 19%

33 教職員を対象とした講習会の実施 B、F、X R3年度 協議会全体 □ □ ● ● ● ○ ※ ○ ○ ○ ○ ○ □ ※ □ ● ● □ ○ ※ ※ ○ ※ ※ ○ ○ ○ 〇 〇 ● ○ ○ ○ ○ ※ ※ ※ ※ ※ ● ○ ※ ○ ● ○ ※ ○ □ ○ ● □ □ ○ □ ● ○ ● ● ● ○ ○ ○ ● □ □ □ □ □ □ ● □ □ ○ □ 33 / 74 45%

34 出前講座等を活用した講習会の実施 B、F、X 引続き実施 協議会全体 □ ● ● □ ● ● ● ● ○ ● ○ ● □ □ □ ● ● ● ○ ※ ※ □ ※ ※ □ □ ● 〇 〇 ● ○ ● □ ○ ○ ※ □ ※ □ ※ □ ○ ※ ● ● □ ※ ● □ ● ● □ □ ● □ ● ● ● ● ● □ ○ ● ● □ □ □ □ □ □ ● ● □ □ □ 56 / 75 75%

1

さ
い
た
ま
市

■ソフト対策の主な取組

①円滑かつ迅速な避難のための取組

○概ね５年で実施する取組　

課題 目標時期 取組機関

市町村番号 4 2120 23 24 25 26

朝
霞
市

志
木
市

和
光
市

新
座
市

川
口
市

蕨
市

戸
田
市

鴻
巣
市

上
尾
市

桶
川
市

北
本
市

伊
奈
町

15 17 27 29 41 42

川
越
市

所
沢
市

狭
山
市

富
士
見
市

ふ
じ
み
野
市

三
芳
町

2 7 13 31 39 44

飯
能
市

入
間
市

坂
戸
市

鶴
ヶ
島
市

日
高
市

毛
呂
山
町

越
生
町

8 22 34 36 37 43 49 50 51 56

東
松
山
市

滑
川
町

嵐
山
町

小
川
町

川
島
町

吉
見
町

鳩
山
町

と
き
が
わ
町

東
秩
父
村

11 45 46 47 48 10 57 58 59

本
庄
市

美
里
町

神
川
町

上
里
町

秩
父
市

横
瀬
町

皆
野
町

長
瀞
町

小
鹿
野
町

6 52 53 54 55 5 9 14

行
田
市

加
須
市

羽
生
市

3 16 60

熊
谷
市

深
谷
市

寄
居
町

38 63

春
日
部
市

草
加
市

越
谷
市

八
潮
市

三
郷
市

吉
川
市

松
伏
町

12 18 19 30 32 - - - - -62

久
喜
市

蓮
田
市

幸
手
市

白
岡
市

宮
代
町

杉
戸
町

28 33 35 40 61

●or
□

/
実施
対象

集計

％

- -

利
根
川
上
流

河
川
事
務
所

江
戸
川
河
川

事
務
所

渡
良
瀬
川
河

川
事
務
所

高
崎
河
川
国

道
事
務
所

荒
川
上
流
河

川
事
務
所

荒
川
下
流
河

川
事
務
所

二
瀬
ダ
ム
管

理
所

熊
谷
地
方
気

象
台

利
根
導
水
総
合
事

業
所

下
久
保
ダ
ム
管
理

所

荒
川
ダ
ム
総
合
管

理
所

埼
玉
県
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項　目

取組の柱
実施する施策

具体的取組

1

さ
い
た
ま
市

○概ね５年で実施する取組　

課題 目標時期 取組機関

市町村番号 4 2120 23 24 25 26

朝
霞
市

志
木
市

和
光
市

新
座
市

川
口
市

蕨
市

戸
田
市

鴻
巣
市

上
尾
市

桶
川
市

北
本
市

伊
奈
町

15 17 27 29 41 42

川
越
市

所
沢
市

狭
山
市

富
士
見
市

ふ
じ
み
野
市

三
芳
町

2 7 13 31 39 44

飯
能
市

入
間
市

坂
戸
市

鶴
ヶ
島
市

日
高
市

毛
呂
山
町

越
生
町

8 22 34 36 37 43 49 50 51 56

東
松
山
市

滑
川
町

嵐
山
町

小
川
町

川
島
町

吉
見
町

鳩
山
町

と
き
が
わ
町

東
秩
父
村

11 45 46 47 48 10 57 58 59

本
庄
市

美
里
町

神
川
町

上
里
町

秩
父
市

横
瀬
町

皆
野
町

長
瀞
町

小
鹿
野
町

6 52 53 54 55 5 9 14

行
田
市

加
須
市

羽
生
市

3 16 60

熊
谷
市

深
谷
市

寄
居
町

38 63

春
日
部
市

草
加
市

越
谷
市

八
潮
市

三
郷
市

吉
川
市

松
伏
町

12 18 19 30 32 - - - - -62

久
喜
市

蓮
田
市

幸
手
市

白
岡
市

宮
代
町

杉
戸
町

28 33 35 40 61

●or
□

/
実施
対象

集計

％

- -

利
根
川
上
流

河
川
事
務
所

江
戸
川
河
川

事
務
所

渡
良
瀬
川
河

川
事
務
所

高
崎
河
川
国

道
事
務
所

荒
川
上
流
河

川
事
務
所

荒
川
下
流
河

川
事
務
所

二
瀬
ダ
ム
管

理
所

熊
谷
地
方
気

象
台

利
根
導
水
総
合
事

業
所

下
久
保
ダ
ム
管
理

所

荒
川
ダ
ム
総
合
管

理
所

埼
玉
県

- - - - -凡例 ●：実施済み □：実施中（継続中） ○：実施予定 ※：予定なし 〼：実施対象外

赤 R2.3月末時点更新箇所 報告事項（３）－１

(12) 洪水予測や水位情報の提供の強化

35 危機管理型水位計の整備 O、AG、AY R3年度 県 □ 1 / 1 100%

36 河川監視用カメラの拡充 O、AG、AZ 引続き実施 県 □ 1 / 1 100%

③
雨量や水位、河川管理施設の操作状況が一覧で表示可能なシステ
ムの導入

BA,BB R3年度 県 □ 1 / 1 100%

④ 越水、溢水、決壊の発生確認の迅速化又は事実確認のルール化 BA,BB R2年度 県 □ 1 / 1 100%

⑤
全水位観測点においてHWL、天端高、後背地地盤と水位の関係を明
確化

BA,BB R2年度 県 ● 1 / 1 100%

⑥
基準水位観測所以外の水位観測所（危機管理型水位計含む）にお
いて、危険水位や避難判断の目安となる水位を設定

BA,BB
R2年度から
順次実施

県 ○ 0 / 1 0%

⑦ 量水標等の反射板化 BA,BB R2年度 県 □ 1 / 1 100%

⑧ 大雨・台風時における川の防災情報HPへのアクセス集中対策 BC R2年度 県 □ 1 / 1 100%

⑨
大雨特別警報解除後の水防関係警報の発令・解除に関する基準や
運用の明確化。

BE R2 年度 県 ○ 0 / 1 0%

⑩
河川管理施設の操作状況に係る警戒情報の伝達（特に複数のダム
管理者からの緊急放流に係る警戒情報）に関する基準や運用の明
確化

AZ R2 年度
関東地整・

県・水資源機
構

○ □ ○ ● ● 3 / 5 60%

37 ダム放流警報等の耐水化や改良 D、L R3年度

関東地整・
県・

水資源機構
－ □ ※ ● □ 〇 3 / 6 50%

38 ダム等の洪水調節機能の向上・確保 D、L R2年度

関東地整・
県・

水資源機構
－ □ ※ □ 〇 2 / 5 40%

39 水位周知下水道の指定 D、L R3年度 県・市町村 〇 ※ ※ ※ ※ ※ 〇 ※ ※ ※ ● 〇 ※ ※ ※ ※ ※ 〇 ○ ※ ※ ○ 〇 ※ ※ ○ 〇 〇 1 / 28 4%

(13) 水防団（消防団）への河川水位等に係る情報提供

40 水防団（消防団）への河川水位等に係る確実な情報伝達手段の検討 AH 引続き実施 市町村 □ □ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 〇 □ ● ● ● ※ ● ○ ● □ ※ □ □ ○ ● ● ● ● ● □ ● ● ● □ ○ □ ※ □ □ □ □ ● ● ● ● □ □ ● ○ □ ● ● ○ ● ○ ● ● ● ● □ 53 / 63 84%

(14) 樋門・樋管等の施設の確実な運用体制の確保

41
国と都道府県が参加する技術研究会等において、国の無動力化の
取組について情報提供

ＡＶ 必要に応じて 関東地整・県 ※ ※ － ○ ※ ○ 0 / 6 0%

(15) 重要水防箇所の見直し及び水防資機材の確認

42 重要水防箇所の共同点検の実施 AG 引続き実施 県・市町村 □ □ □ □ ● ● ● ● ● ● ○ ● □ □ □ □ ● ※ □ □ □ □ ● ● ● ※ ● ● □ ※ ※ ※ □ ※ □ ● ● ※ ● □ ● 〇 ○ □ ● ● ● ● ● ● ● ● ● □ □ 45 / 55 82%

⑪ 出水時に重要水防箇所において水防が適切に行われたことを確認 BF 出水後速やかに 県・市町村 〇 ○ ○ 〇 ○ ○ ● ● ● □ 〇 ● ○ ● ● ● ○ ※ □ ○ ○ ○ ○ ※ ○ 〇 〇 □ ※ ○ ※ □ ※ ※ □ □ ※ ● 〇 ● □ ● ● □ ● 〇 ● 〇 ○ ○ □ ● ● ● ○ □ 26 / 56 46%

43 水防資機材等の配備・確認 AL 引続き実施
関東地整・
県・市町村

● □ □ ● ● ● ● □ ● ● ○ ● □ □ □ ● ● ● □ ● ● □ ● □ □ □ ● ● ● ● ● □ □ □ ※ □ ※ □ ※ □ ○ □ □ ● ● ※ ● □ ● ● □ □ □ ● ● ● ● ● ● ● ● □ ● ● ● ● □ □ □ □ 64 / 70 91%

⑫
出水時に備蓄されている資材が有効かつ迅速に活用されたことを確
認

BG 出水後速やかに 県・市町村 〇 ○ □ 〇 ● ○ ● ● ○ ● □ □ ● ○ ● ● ● ● □ ○ □ ○ ○ ○ ○ ※ ● 〇 〇 □ ※ ○ ※ ○ □ ※ □ ● 〇 □ 〇 ● □ □ □ ● 〇 ● ● ○ ○ □ ● ● ● ○ □ 32 / 57 56%

⑬ 県管理河川における決壊、越水の通報区間・通報責任者の明確化 BH
R2年度から
順次実施

県・市町村 〇 ○ ○ 〇 ※ ○ ○ ● ● ○ □ □ ※ ○ ● ● ※ ● ○ ○ ※ ○ ○ ○ ○ ※ ○ 〇 〇 □ ※ ○ ※ ○ ○ ※ ※ ※ ※ □ 〇 ○ □ ○ ● 〇 ● 〇 □ □ ○ ○ □ 〇 ○ 〇 ○ □ 16 / 58 28%

(16)水防に関する広報の充実（水防団確保に係る取組）

44
水防団員の募集、自主防災組織、企業等の参画を促すための広報
の充実

AI 引続き実施 市町村 □ □ □ ● ● ● ● ● ● ● ○ □ □ □ □ ● □ ● □ ● ● □ ● □ □ □ □ 〇 ● ※ ● ● □ □ □ ※ □ □ □ □ □ ○ ※ ● ● ● ※ ● □ ● ● □ □ ● ● ● ● ● ● ● ● ● □ 56 / 63 89%

(17)水防訓練の充実

45 多様な関係機関や住民等の参加による、実践的な水防訓練を実施 AJ、AN R3年度 市町村 □ □ □ ● ○ ● ● ○ ● ● ○ ※ □ □ ● ○ ○ ● ○ ※ ○ □ ○ ※ □ □ ○ 〇 ※ ※ ● ● ○ ○ ○ ※ □ ○ ※ ※ □ ○ ※ ● ● ● ※ ● □ □ ● □ □ ※ ● ● ● ● ● ● ○ ● □ 36 / 63 57%

(18)水防団間での連携、協力に関する検討

46
大規模氾濫に対して広域的、効率的な水防活動が実施できるよう関
係者の協力内容等について検討、調整

AG、AK、
AL、AM、AN

R3年度 市町村 ○ ○ ○ ● ○ ● ● ○ ● ○ ○ □ ○ □ ● ○ ○ □ ○ ※ ※ □ ○ ※ □ □ ○ ● ※ ● ● ● ○ ○ □ ※ □ ※ ● □ □ ● ※ ● □ ● ※ ● □ ● ● ○ ○ ※ □ □ □ ● ● ● ○ ○ □ 35 / 63 56%

(19)市町村庁舎や災害拠点病院等の施設関係者への情報提供の充実

47
浸水想定区域内の市町村庁舎や災害拠点病院等に関する情報を共
有し、各施設管理者に対する洪水時の情報伝達体制・方法について
検討

AO、AP R3年度 県・市町村 □ ● ● ● ● ● ● ○ ○ ● ○ ● □ □ □ □ ● □ ● □ ○ ○ ○ ● ● □ ● ○ □ ○ 22 / 30 73%

（20)市町村庁舎や災害拠点病院等の機能確保のための対策の充実

48
浸水想定区域内の市町村庁舎や災害拠点病院等の機能確保に関
する情報を共有し、耐水化や非常用電源等の対策を施設管理者が
実施するよう調整

AO、AP、
AQ、AR

R3年度 県・市町村 □ ● □ ● ○ ● ○ ○ ○ ● ○ □ □ ○ ○ ● ○ □ □ ○ □ ● ● □ □ ○ ● □ ○ 18 / 29 62%

(21)排水施設、排水資機材に関する情報の共有

49 水害リスク情報の共有とともに、現況の施設・機材の情報を共有 AS 引続き実施
関東地整・
県・市町村・
水資源機構

□ □ ● ● ● ● ● ● ● ● ○ ● ● □ □ □ ● ● □ ● □ ○ ※ □ ○ □ ● ※ ※ ● ● □ □ ※ ※ □ ※ ※ ※ □ ○ ● ○ ● □ ※ ● □ ● ● □ □ □ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● □ □ ○ ● ○ ○ □ 56 / 73 77%

⑭ 排水機場の遠隔操作化、退避基準の明確化 BJ R2年度
関東地整・
県・市町村・
水資源機構

〇 ○ ● ● ○ □ ● ※ ※ ※ ※ ※ ● ○ ※ ※ ○ ○ ○ ※ ※ 〇 ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ 〇 □ ● ● □ 〇 ● □
○
※

○ ※ ※ ○ 〇 ○ □ ※ ● ※ □ 14 / 51 27%

(22)浸水被害軽減地区の指定

50
浸水エリアの拡大を抑制する効用があると認められる土地に係る情
報（地形データや氾濫シミュレーション結果）を水防管理者に提供

AT 必要に応じて 県 ○ 0 / 1 0%

51
複数の市町村に係る浸水被害軽減地区の指定については、水防管
理者間で指定の予定や課題等を共有し、連携して指定に取り組む

AT 必要に応じて 市町村 ○ ○ ○ ○ ※ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※ ○ ○ ○ ※ ※ ※ ※ ○ 〇 ※ ※ ※ ○ ※ ※ ※ ※ ○ ○ ※ ○ ※ ○ ※ ○ ※ ○ ※ ※ ○ ○ ※ ○ ○ 〇 ○ ○ 0 / 49 0%

(22)-1出水後の対応

⑮ 被災状況調査の迅速化 BK 出水後速やかに 県・市町村 〇 ○ □ ● ● ○ ○ ○ ○ ○ □ □ ● ○ ● ● ● ○ ○ □ □ ○ ○ ● 〇 ○ 〇 〇 □ □ ○ □ ※ □ □ □ 〇 ● □ □ 〇 □ 〇 ● ○ ○ ○ ○ □ ○ 〇 □ □ 26 / 53 49%

⑯ 暫定水位基準の設定 BL 出水後速やかに 県・気象台 ● □ 2 / 2 100%

(23)洪水氾濫を未然に防ぐ対策

52 現行の堤防等河川管理施設の整備計画のスピードアップ
AU,BI,
BM,BN

引続き実施 県 □ 1 / 1 100%

⑰ 再度災害防止に向けたメニューの追加検討。 BM,BN 必要に応じて 県 ○ 0 / 1 0%

⑱ 多様な治水手法を組み合わせた整備計画の検討。 BM,BN 必要に応じて 県 ○ 0 / 1 0%

53 多数の家屋や重要施設等の保全対策等（樹木伐採、河道掘削） AＵ R2年度 県 □ 1 / 1 100%

54 浸水による機能停止リスクが高い下水施設について、排水機能停止リスク低減策を完了AS R2年度 県・市町村 ※ ※ 〇 ※ □ ● ※ ※ 〇 ● 〇 ● ※ ※ ○ ※ ※ ※ 〇 ※ ※ ◯ ※ ※ ※ ※ ※ ※ 〇 □ ※ ○ ※ ○ ○ ※ 〇 ○ 〇 ※ 〇 5 / 41 12%

55 土砂・流木捕捉効果の高い透過型砂防堰堤の整備 - R2年度 県 □ 1 / 1 100%

56 避難路、避難場所の安全対策の強化 AV R2年度 県 ○ 0 / 1 0%

(24)危機管理型ハード対策

57 決壊までの時間を少しでも引き延ばす堤防構造の工夫 AV,BJ 引続き実施 県 □ 1 / 1 100%

(25)排水機場の耐水化の検討

58 排水機場の耐水化の検討 AW
R2年度から
順次実施

県 □ 1 / 1 100%

④河川管理施設の整備等に関する事項

②的確な水防活動のための取組

③氾濫水の排水、浸水被害軽減に関する取組

■ハード対策の主な取組
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